【一般競争（総合評価：簡易型）用】

本様式ご使用に当たっての留意点


１　本様式ファイルには申請に必要な全ての様式を次項より掲載していますので、不要な様式は削除してお使い下さい。
なお、様式の一部に記載例（赤字）が含まれていますので、記載例についても削除してお使い下さい。

２　申請書類について、本様式で定められていない図書等の様式は任意様式といたします。

３　申請書類に必要な様式は、様式１～９-３となっています。
なお、様式14～15は入札の際にお使い下さい。

４　申請書類を提出される前には必ず｢競争参加資格確認申請書作成チェックシート｣「競争参加資格確認申請書、技術提案書提出時のチェックリスト（造林・生産用）」にて、作成書類を確認のうえ提出頂きますようお願いいたします。

チェックリスト公開先
（近畿中国森林管理局HP内）
↓
http://www.rinya.maff.go.jp/kinki/apply/publicsale/nyusatu/yousiki/sinseisyo_seisanzourin26.html

近畿中国森林管理局　　
別紙様式 １
（用紙A4版）
	
競争参加資格確認申請書

                                           　　　　　　　令和○年○○月○○日

 　分任支出負担行為担当官
 　○○森林管理署長（事務所長）◯◯　◯◯　殿


 　                         　　　 住　　　　所　〒◯◯◯―○○○○
                                                    ○○県○○市○○○町○○番
                       　　　      商号又は名称　○○○株式会社
                                   代表者  氏名　代表取締役社長　○○  ○○　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 メールアドレス

　　令和○年○○月○○日付けで入札公告のありました　○○○○事業に係る競争に参加する資格について、確認されたく下記の書類を添えて申請します。
　　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。


                                         記

1　入札公告の記の2(2)に定める全省庁統一資格の資格確認通知書の写し
 　 2※入札公告の記の2(2)に定める林業労働力の確保の促進に関する法律第5条第1項
　　　に基づく都道府県知事の認定を受けている場合は認定書の写し
　　3　入札公告の記の2(13)に定める農林水産業・食品産業の安全作業のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェックシートを記載した書面（別紙様式１－１）
 　 4  入札公告の記の2(5)に定める同種事業の実績を記載した書面(別紙様式2）
 　 5  入札公告の記の2(8)に定める配置予定の現場代理人の資格等を記載した書面(別紙様   　  式3）
 　 6　入札公告の記の2(9)に定める従事予定の技能者の資格等を記載した書面(別紙様式4）
　　7　過去２年間の事業成績の評価点を記載した書面(別紙様式5)
    8　入札公告の記の2(11)に定める配置予定の従業員の社会保険等加入状況を記載した書面（別紙様式8-2）
9　上記4～8の内容を証明するための書面

　　　（注1　2※は、認定を受けている場合のみ）



	注1：　用紙の大きさは日本産業規格Ａ列4番とする。

	2：　紙入札方式により参加する場合、申請書等は原則として電子メールで提出することとし、競争参加資格の有無の通知も原則として電子メールで行うことから返信用封筒は必要ありません。







１/○
様式１－１
	[bookmark: RANGE!A1:D39]農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）　
事業者向け　チェックシート
事業名：　　　　　　　　　　　
発注官署：　　　　　　　　　

	事業者名
	

	記入者　役職・氏名
	

	業種
（○を付ける。複数選択可）
	素材生産／造林・保育／その他（　　　　　　）

	雇用労働者の有無
	有　／　無

	記入日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日

	
現在の取組状況をご記入下さい。

	

	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1
	作業安全確保のために必要な対策を講じる
	

	1-(1)
	人的対応力の向上
	

	1-(1)-①
	作業事故防止に向けた方針を表明し、具体的な目標を設定する。
	　

	1-(1)-② 
	知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任する。

	　

	1-(1)-③
	作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広い収集に努める。
	　

	1-(1)-④
	適切な技能や免許等が必要な業務には、有資格者を就かせる。

	　

	1-(1)-⑤
	職場での朝礼や定期的な集会等により、作業の計画や安全意識を周知・徹底する。
	

	1-(1)-⑥
	安全対策の推進に向け、従事者の提案を促す。

	

	1-(2)
	作業安全のためのルールや手順の順守
	

	1-(2)-①
	関係法令等を遵守する。


	

	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1-(2)-②
	高性能林業機械やチェーンソー等、資機材等の使用に当たっては、取扱説明書の確認等を通じて適切な使用方法を理解する。
	

	1-(2)-③
	作業に応じ、安全に配慮した服装や保護具等を着用する。

	

	1-(2)-④
	日常的な確認や健康診断、ストレスチェック等により、健康状態の管理を行う。
	

	1-(2)-⑤
	作業中に必要な休憩をとる。また、暑熱環境下では水分や塩分を摂取する。
	

	1-(2)-⑥
	作業安全対策に知見のある第三者等によるチェック及び指導を受ける。

	

	1-(3)
	資機材、設備等の安全性の確保
	

	1-(3)-①
	燃料や薬剤など危険性・有害性のある資材は、適切に保管し、安全に取り扱う。

	

	1-(3)-②
	機械や刃物等の日常点検・整備・保管を適切に行う。

	

	1-(3)-③
	資機材、設備等を導入・更新する際には、可能な限り安全に配慮したものを選択する。

	

	1-(4)
	作業環境の改善
	

	1-(4)-①
	職場や個人の状況に応じ、適切な作業分担を行う。また、日々の健康状態に応じて適切に分担を変更する。

	

	1-(4)-②
	高齢者を雇用する場合は、高齢者に配慮した作業環境の整備、作業管理を行う。

	

	1-(4)-③
	安全な作業手順、作業動作、機械・器具の使用方法等を明文化又は可視化し、全ての従事者が見ることができるようにする。
	

	1-(4)-④
	現場の危険箇所を予め特定し、改善・整備や注意喚起を行う。

	

	1-(4)-⑤
	４Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃）活動を行う。

	

	1-(5)
	事故事例やヒヤリ・ハット事例などの情報の分析と活用
	

	具体的な事項
	○:実施 
×:実施していない
△:今後、実施予定
－:該当しない　　　

	1-(5)-①
	行政等への報告義務のない軽微な負傷を含む事故事例やヒヤリ・ハット事例を積極的に収集・分析・共有し、再発防止策を講じるとともに危険予知能力を高める。
	

	1-(5)-②
	実施した作業安全対策の内容を記録する。
	

	2
	事故発生時に備える
	

	2-(1)
	労災保険への加入等、補償措置の確保
	

	2-(1)-①
	経営者や家族従事者を含めて、労災保険やその他の補償措置を講じる。
	

	2-(2)
	事故後の速やかな対応策、再発防止策の検討と実施
	

	2-(2)-①
	事故が発生した場合の対応（救護・搬送、連絡、その後の調査、労基署への届出、再発防止策の策定等）の手順を明文化する。
	

	2-(3)
	事故時の事業継続のための備え
	

	2-(3)-①
	事故により従事者が作業に従事ができなくなった場合等に事業が継続できるよう、あらかじめ方策を検討する。
	

























提出書類(申請書)一覧（その１）

	
様式名称

	
添付資料

	資料の提出の有無
	資料の提出(省略)の確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業


	
別紙様式１
	
全省庁統一資格確認通知書(写)

	
有
	
省略
	【記載例】
○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


	
	都道府県知事からの認定証明書類(写)

	無　　　申請中
	

	

	別紙様式
１－１
		

（なし）

	別紙様式２
	契約書(写)
	無
	
	

	
	事業成績評定通知書(写)
	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	その他
(必要に応じて)
	無
	
	


	別紙様式３

	・契約書(写)
・事業成績評定通知書(写)
・履歴書又は経歴書
・その他(必要に応じて)

	提出書類一覧（その２）のとおり。

	別紙様式４
	受講修了証等(写)
	提出書類一覧（その３）のとおり。

	別紙様式５

	事業成績評定通知書(写)
	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	別紙様式
８－２

	保険料の領収済み通知書等関係資料
	

（省略不可）


注1：　別紙様式１、２、３、４、５の添付資料について、内容に異同がない場合に限り、当年度において初参加の入札へ提出した当該資料をもって、提出を省略することができる。この場合は、「省略」と記入の上、当該資料を提出した事業の情報を記載すること。
なお、本年度初回の入札参加の場合は、「提出」と記入の上、添付資料を提出すること。
2：　別紙様式１の添付資料については、申請中の場合は、「申請中」と記載すること。
3：　別紙様式１－１の添付資料はない。
4：  別紙様式２の「その他」は、下請を実績とした場合の添付資料「元請事業体と交わした契約書、発注者が発出した下請承認書等の写し、又は事業証明書」のことである。
5：　別紙様式３の「その他」は、共同事業体構成員としての事業を実績とした場合の添付資料「当該共同事業体の出資比率が確認できる書面(写)」のことである。
6:   別紙様式８－２の添付資料は省略出来ない。


○/○

提出書類(申請書)一覧（その２）

	
様式名称(氏名)

	
添付資料

	資料の提出の有無
	資料の提出(省略)の確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業


	別紙様式３

(氏名)

○○　○○
	契約書(写)


	無
	

	

	
	
事業成績評定通知書(写)

	
有
	
省略
	【記載例】
○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


	
	履歴書又は経歴書
	有
	省略

	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	その他
(必要に応じて)

	無
	
	

	別紙様式３

(氏名)

○○　○○
	契約書(写)


	無
	
	

	
	事業成績評定通知書(写)

	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


	
	履歴書又は経歴書


	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	その他
(必要に応じて)

	無
	
	

	別紙様式３

(氏名)

○○　○○

	契約書(写)


	無
	
	

	
	事業成績評定通知書(写)

	有
	提出
	

	
	履歴書又は経歴書


	有
	提出
	

	
	その他
(必要に応じて)

	無
	
	

	別紙様式３

(氏名)

	契約書(写)


	
	
	

	
	事業成績評定通知書(写)

	
	
	

	
	履歴書又は経歴書
	
	
	

	
	その他
(必要に応じて)

	
	
	



注：　別紙様式３の「その他」は、共同事業体構成員としての事業を実施した場合の「当該共同事業体の出資比率が確認できる書面(写)」のことである。


○／○

提出書類(申請書)一覧（その３）

	
様式名称(添付資料)
	
資料の提出確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業

	
該当者氏名


	
別紙様式４
(○○受講修了証(写))
	
省略
	【記載例】
○年度○○国有林森林整備事業
(○月○日公告)
	
○○　○○
○○　○○
○○　○○

	
	省略
	○年度○○国有林森林整備事業
(○月○日公告)
	○○　○○
○○　○○
○○　○○

	
	提出
	
	○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○











○／○

別紙様式 ２
（用紙A4版）
同 種 事 業 の 実 績
　　　　                                     　　　　　　　　会社名：○○○株式会社
	統一資格番号　
項　　目
	

	事　業　名　称　等
	事業名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
（都道府県名・市町村名）
	

	
	契約金額
	

	
	履行期限
	平成（令和）○○年○月○日～平成（令和）○○年○月○日

	
	事業成績評定点
（該当の場合）
	

	
	受注形態等
（JVの場合の構成業者名及び出資比率）
	

	事業概要
	事業内容
（具体的な作業種等）
	

	
	事業の履行条件その他
	

	注1：　事業の実績は、過去15年間（平成23年4月1日～令和8年3月31日）に完成、引き渡しが完了した同種事業実績（国有林野事業の発注以外の事業を含み、下請に係る実績も含む。）の中から、代表的なものを1件記載する。(国有林での同種事業の実績があれば国有林での実績を記入すること。)

	2：　公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的な項目を記載すること。

	3：　統一資格番号欄は、全省庁統一資格の業者コードを記入すること。

	4：　事業名称等、事業概要の各項目は、国有林野事業における実績の有無にかかわらず必ず記入すること。

	5：　事業実績が複数以上を必要とする場合は、頁を追加して記載すること。

	6：　同種事業の実績として記載した事項が確認できる資料として、契約書の写し（事業名、履行期限、発注機関を有する部分及び事業内容が確認できる資料（設計図書等で設計条件が確認できる部分）。下請を 実績として記載した場合は、元請事業体とかわした契約書又は発注者が発出した下請承認書等の写し。）又は事業証明書（別紙様式 ２ 参考様式）を添付すること。

	7：　記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について(平成20年3月31日付け19林国業第244号林野庁長官通知)」による事業成績評定を受けた事業である場合は、事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意すること。

	8：　同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。

	9：　本様式は競争参加資格の確認に使用する。用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列4番とする。






○/○
（別紙様式 ２関係 参考様式）

事 業 証 明 書

令和○○年○○月○○日　　　

　○○○株式会社
  代表取締役社長　○○  ○○　殿

発注者　○○○○○○○長 　○ ○ ○ ○　　

下記事業を実施し、完成したことを証明します。

１　事　業　名　　　　○○○○事業

２　場      所　　　　○○県○○市○○町　地内

３　請負代金額　　　　￥○○○,○○○,○○○－

４　履行期限　　　  　自　平成（令和）○○年○○月○○日
              　　　　至　平成（令和）○○年○○月○○日（完了）

５　事業の内容　　　　保育間伐（面積：○○ha）

６　現場代理人氏名　　○○　○○
　　平成（令和）○年○月○日～平成（令和）○年○月○日

	注：
	本様式は、競争参加資格確認申請書添付書類において、事業実績を証明する資料がない場合に、発注者による証明が必要となった場合の様式とする。
①　競争参加資格確認申請書添付の「同種事業の実績」(別紙様式２）
②　技術提案書添付の「配置予定現場代理人の資格･経験」（別紙様式７）















○/○
別紙様式 ３
（用紙A4版横）
配置予定現場代理人の資格・経験等
　　　　　　　　　　会社名：○○○株式会社
	                      　 氏　名
 　項目
	

	会　社　名
	
	
	

	事
業
の
経
験
の
概
要
	事　　業　　名
	
	
	

	
	発　注　機　関　名
	
	
	

	
	事業場所（都道府県・市町村名）
	
	
	

	
	事　業　内  容
	
	
	

	
	従　事　期　間
	平成（令和）　年　月　日～　年　月　日
	平成（令和）　年　月　日～　年　月　日
	平成（令和）　年　月　日～　年　月　日

	
	従事した職種・役職等
	作業班員、班長、職長、現場代理人等
	
	

	申請事業における配置予定の作業
（生産事業に限る）
	配置予定の作業を○印で囲むこと。　　　・搬出を伴う作業　　　・搬出を伴わない作業

	
申請時における当該配置予定の現場代理人の他事業の従事状況

	事業名称
	  ○○○○○事業

	
	発注機関名
	  ○○県林業公社○○事務所

	
	履行期限
	 　平成(令和)○年○月○日　～　令和○年○月○日

	
	従事役職名
	  現場代理人、班長、機械運転手等具体的に記載する

	
	本事業を落札した
場合の対応措置
	○○県林業公社の事業は○月○日が履行期限であり、別添の公社事業の事業計画書のとおり本事業着手前に完了することから、本事業に現場代理人として従事することは可能である。等具体的に記載する。



	注1：　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列4番とすること。

	2：　公告において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目（当該事業に則した項目）を記載すること。

	3：　同種業務の経験等が確認できる資料として、契約書の写し(事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意のこと。)及び、履歴書又は経歴書（任意様式、技術提案提出者の証明書、他社での経験の場合はその会社の証明書。）を添付すること。
なお、複数の現場代理人を予定する場合に、確認できる資料が同じとなるときは1部の添付（人数分の添付は不要）でよい。また、同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。

	4：　配置予定現場代理人一人につき1枚とし、同種事業3ヶ年分を記載すること。（年間少なくとも1回以上従事し、かつ、通算で3年以上従事していることが判断できるように明記すること。なお、従事期間は連続する3年である必要はない。）

	5：　共同事業体構成員としての事業実績を記載する場合は、当該共同事業体の出資比率が確認できる書面の写しを添付すること。

	6：　配置予定現場代理人が申請時に従事している全ての事業の従事状況を記載し、本事業を落札した場合の対応措置を明確に記載すること。


○/○

(別紙様式 ３関係 参考様式）

履 歴 証 明 書

	氏　　　名
	○　○　○　○
	年齢
	　　　　　歳

	現　住　所
	

	職　　　　　歴

	 ○年○月
	 当社○○事業所に採用　主に造林事業に従事

	 ○○年○○月
	 生産事業に伐木造材、集材(林業架線作業主任者）として従事

	 ○△年○月
	 ○○森林管理署の造林請負事業に班長として従事

	 ○△年○○月
	 ○○県有林の立木販売の伐出(素材生産）に班長として従事

	
	

	
	

	
	

	
	

	
令和○年○○月○○日
     上記のとおり相違ありません。

氏名     ○○　○○ 　   　　


	
令和○年○○月○○日
     上記　○○○○の当社・当組合等における職歴に相違ないことを証明します。
                                 
○○○○組合　○○長　　○○　○○ 　　




○/○
別紙様式 ４
（用紙A4版横）
従事予定の技能者の資格等（当該事業の実施に必要な資格等の保有者）
会社名：○○○株式会社
	氏　　名
	資格・受講の有無
	備　　考

	
	チェンソーによる伐木等の業務に関する特別教育

安衛則 36条8号
	刈払機
安全教育

安衛法59条3項
	
車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
運転技能講習
	
林業架線作業主任者
	
はい作業主任者技能講習
	特別教育
（簡易）架線集材装置の運転業務
	特別教育
走行集材機械の運転業務
	特別教育
伐木等機械の運転業務

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	注1：　作業内容に応じて法令上必要とされている資格等について記載すること。

	2：　「資格・受講の有無」欄には、従事予定技能者が取得している資格・受講の有無について、該当欄に○印を記載すること。また、事業の実施に際して必要な資格を持っている場合は、空欄にその資格を記載し、○印を記載すること。

	3：　備考欄にはそれぞれの専門的技術についての取得年月日又は、受講年月日を記載すること。

	4：　入札説明書の4(9)において必要とされる資格等がない場合は、「該当無し」と記入して提出すること。
5：　林業機械の運転に従事する場合は、必要な特別教育の受講修了証を証明書類として添付すること。
6：　架線集材装置とは、集材機集材、タワーヤーダー等とする。簡易架線集材装置とは、スイングヤーダー等とする。



○/○

別紙様式 ５
（用紙A4）
過去２年間（令和6、7年度）の事業成績
（　事業名：○○○○事業　）
　　　　　　　　　　　　　 会社名：○○○株式会社
	№
	事　業　名
	発注
森林管理署等名
	完了年度
	成  績
評定点
	低入札価格調査の該当の有無

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	平均
	
	
	
	
	

	注1：　国有林野事業における同種事業で、過去2年間（令和6年4月1日から令和8年3月31日）に完成・引き渡し、事業成績評定を受けた全ての事業成績評定結果を記載すること。（本店、支店、営業所の合計とする。該当の無い場合は「該当なし」と記入。）

	2：　また、過去1年間（令和7年4月1日から令和8年3月31日）において調査基準価格を下回る価格で入札を行い、低入札価格調査を受けて落札した事業に該当する場合は「低入札価格調査の該当の有無」欄に「該当」と記載すること。

	3：　記載した事業の事業成績評定通知書の写しを添付すること。

	4：　同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。
















○/○
別紙様式８－２
従　業　員　名　簿

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○株式会社
  (1)  従業員の社会保険等への加入状況 
	
	ふ り が な
	社 会 保 険 等
	備 考

	
	氏　　 名
	
	健康保険
	年金保険
	雇用保険
	

	1
	
	名 称
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	名 称
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	名 称
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	名 称
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	名 称
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	･
･
･
	
	
	
	
	
	


注) ① 配置予定の従業員(現場代理人及び作業員)について記載する。
　　② 加入する社会保険の名称を記載する。
・健康保険については、名称として、健康保険、国民健康保険、適用除外(後期高齢者等の場合)等と記載。
・年金保険については、名称として、厚生年金、国民年金、受給者(受給者の場合)等と記載
・雇用保険については、名称として、雇用保険、日雇(日雇者の場合)、適用除外(事業主の場合)等と記載。
③ 備考欄には、年齢等を記載する。

  (2) 保険加入状況を証明する資料　別添のとおり。
        
　　　注) 保険料の領収済み通知書等関係資料のコピーを添付する。なお、関係書類において被保　　　　険者等の記号・番号が記載されている場合は、当該記号・番号にマスキングを施したもの　　　　を添付すること。





○/○



別紙様式 ６
（用紙A4版）
令和◯年○◯月◯◯日
分任支出負担行為担当官
 ○○森林管理署長（事務所長）　◯◯　◯◯　殿


                                        住所　　　〒◯◯◯―○○○○
                                                    ○○県○○市○○○町○○番
                                   　　　　　　　 ○○○株式会社
                        　　　　　　　　代表者　　代表取締役社長　○○  ○○　                                           　   


技術提案書の提出について


　令和○年○○月○○日付けで入札公告のありました○○○○事業の受注を希望したいので、下記の技術提案書を提出いたします。
　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び技術提案書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。


記

	１
	同種事業の実績　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	（別紙様式2）

	２
	事業の成績及び低入札価格調査対象事業の有無　　・・・・・・・
	（別紙様式5）

	３
	配置予定現場代理人の資格・経験　　・・・・・・・・・・・・・
	（別紙様式7）

	４
	配置予定作業員の雇用形態・地元雇用・月給制　　・・・・・・・・
	（別紙様式8－1）

	５
	配置予定の現場代理人又は技能者の路網整備に係る研修の受講状況・・・
	（別紙様式9－1）

	６
	企業の実績・地域貢献・安全管理等の状況　　・・・・・・・・・
	（別紙様式9－2）

	７
	一貫作業発注における事業の事業実績　　・・・・・・・・・・・・
	（別紙様式9－3）

	８
	従業員への賃金引上げ計画表明書
	（別紙様式18）



　　＊　1に係る契約書等の写し
　　＊　3、5、6、7に係る資格者証の写し、経験を証明する資料及びその外の証明資料
＊　8に係る直近の事業年度の法人税申告書別表１　

　　　連絡先
　　　担当者名　：　○○　○○
　　　部　　署  ：　○○○（株）　○○部○○課
　　　電話番号　：　（代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］
     


［１/○］


提出書類(技術提案書)一覧（その１）

	
様式名称

	
添付資料

	資料の提出の有無
	資料の提出(省略)の確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業


	別紙様式２








	契約書(写)

	無
	

	


	
	事業成績評定通知書(写)

	
有
	
省略
	【記載例】
○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	その他(必要に応じて)

	無
	

	


	別紙様式５

	事業成績評定通知書(写)

	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	別紙様式７

	・資格者証(写)
・履歴証明書
・事業成績評定通知書(写)又は現場代理人の届出書(写)
・継続教育の取組の確認できる資料(実施記録証明)

	提出書類(技術提案書)一覧（その２）のとおり。

	別紙様式８－１

	

（なし）

	別紙様式９－１
	受講修了証等(写)
	提出書類(技術提案書)一覧（その３）のとおり。

	別紙様式９－２
	様式に記載されている添付資料
	
（省略不可）

	別紙様式９－３
	事業成績評定通知書（写）
	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	別紙様式１８
	法人税申告書別表１
（写）

	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


1：　別紙様式２、５、７、９－１、９－３、１８の添付資料について、内容に異同がない場合に限り、当年度において初参加の入札へ提出した当該資料をもって、提出を省略することができる。この場合は、「省略」と記入の上、当該資料を提出した事業の情報を記載すること。
なお、本年度初回の入札参加の場合は、「提出」と記入の上、添付資料を提出すること。
2：　別紙様式２の「その他」は、下請を実績とした場合の添付資料「元請事業体と交わした契約書、発注者発出した下請承認書等の写し、又は事業証明書」のことである。
3：　別紙様式８－１の添付資料はない。
4：　別紙様式９－２の添付資料は省略出来ない。

2/○

提出書類(技術提案書)一覧（その２）


	
様式名称(氏名)

	
添付資料

	資料等の有無
	資料の提出(省略)の確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業


	別紙様式７

(氏名)

○○　○○
	資格者証(写)


	無
	

	

	
	
履歴証明書

	
有
	
省略
	【記載例】
○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


	
	事業成績評定通知書(写)又は現場代理人の届出書(写)
	有
	省略

	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	継続教育の取組の確認できる資料(実施記録証明)

	無

	


	

	別紙様式７

(氏名)

○○　○○
	資格者証(写)


	無
	
	

	
	履歴証明書


	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）


	
	事業成績評定通知書(写)又は現場代理人の届出書(写)
	有
	省略
	○○年度○○国有林森林整備事業
（○月○日公告）

	
	継続教育の取組の確認できる資料(実施記録証明)

	無
	
	

	別紙様式７

(氏名)

○○　○○

	資格者証(写)


	無
	
	

	
	履歴証明書


	有
	提出
	

	
	事業成績評定通知書(写)又は現場代理人の届出書(写)
	有
	提出
	

	
	継続教育の取組の確認できる資料(実施記録証明)

	無
	

	


	別紙様式７

(氏名)

	資格者証(写)


	
	
	

	
	履歴証明書



	
	
	

	
	事業成績評定通知書(写)又は現場代理人の届出書(写)

	
	
	

	
	継続教育の取組の確認できる資料(実施記録証明)

	
	
	





○／○

提出書類(技術提案書)一覧（その３）

	
様式(添付資料)
	
資料の提出確認
	
資料を省略する場合の提出した対象事業

	
該当者氏名


	

別紙様式９－１
(○○受講修了証(写)) 
	

省略
	
【記載例】
○年度○○国有林森林整備事業
(○月○日公告)
	

○○　○○
○○　○○
○○　○○



	
	
省略




	
○年度○○国有林森林整備事業
(○月○日公告)



	
○○　○○
○○　○○
○○　○○



	
	
提出











	












	
○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○
○○　○○

















○／○

別紙様式２
（用紙A4版）
同 種 事 業 の 実 績
会社名：○○○株式会社
	統一資格番号　
項　　目
	

	事　業　名　称　等
	事業名
	

	
	発注機関名
	

	
	履行場所
（都道府県名・市町村名）
	

	
	契約金額
	

	
	履行期限
	平成（令和）○○年○月○日～平成（令和）○○年○月○日

	
	事業成績評定点
（該当の場合）
	

	
	受注形態等
（JVの場合の構成業者名及び出資比率）
	

	事業概要
	事業内容
（具体的な作業種等）
	

	
	事業の履行条件その他
	

	注1：　事業の実績は、過去15年間（平成23年4月1日～令和8年3月31日）に完成、引き渡しが完了した同種事業実績（国有林野事業の発注以外の事業を含み、下請に係る実績も含む。）の中から、代表的なものを1件記載する。(国有林での同種事業の実績があれば国有林での実績を記入すること。)

	2：　公告において明示した参加資格が的確に判断できる具体的な項目を記載すること。

	3：　統一資格番号欄は、全省庁統一資格の業者コードを記入すること。

	4：　事業名称等、事業概要の各項目は、国有林野事業における実績の有無にかかわらず必ず記入すること。

	5：　事業実績が複数以上を必要とする場合は、頁を追加して記載すること。

	6：　同種事業の実績として記載した事項が確認できる資料として、事業証明書、契約書の写し（事業名、履行期限、発注機関を有する部分及び事業内容が確認できる資料（設計図書等で設計条件が確認できる部分）。下請実績として記載した場合は、元請事業体とかわした契約書又は発注者が発出した下請承認書等の写し。）を添付すること。

	7：　記載する事業が「国有林野事業の素材生産及び造林に係る請負事業成績評定要領の制定について(平成20年3月31日付け19林国業第244号林野庁長官通知)」による事業成績評定を受けた事業である場合は、事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写しの添付は省略できる。なお、評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意すること。

	8：　同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。

	9：　本様式は競争参加資格の確認に使用する。用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列4番とする。






［○/○］
別紙様式 ５
（用紙A4）
過去２年間（令和6、7年度）の事業成績

（　事業名：○○○○事業　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：○○○株式会社
	№
	事　業　名
	発注
森林管理署等名
	完了年度
	成  績
評定点
	低入札価格調査の該当の有無

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	平均
	
	
	
	
	

	注1：　国有林野事業における同種事業で、過去2年間（令和6年4月1日から令和8年3月31日）に完成・引き渡し、事業成績評定を受けた全ての事業成績評定結果を記載すること。（本店、支店、営業所の合計とする。該当の無い場合は「該当なし」と記入。）

	2：　過去1年間（令和7年4月1日から令和8年3月31日）において調査基準価格を下回る価格で入札を行い、低入札価格調査を受けて落札した事業に該当する場合は「低入札価格調査の該当の有無」欄に「該当」と記載すること。

	3：　記載した事業の事業成績評定通知書の写しを添付すること。

	4：　同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。












［○/○］

別紙様式 ７
　　　　（用紙A4版）
配置予定現場代理人の資格・経験
（　事業名：○○○○事業　）
　　会社名：○○○株式会社                                                    
	氏　　　　　名  　　　　 
	○○　○○

	生　年　月　日
	　昭和○○年○○月○○日

	最　終　学　歴
	○○大(高・中）学　　○○科　　○○年卒業

	保有する資格
	林業技士、技術士（補）、
作業士等（修得年月日、部門及び選択科目）

	保有する資格（林業技能士）
	1級又は2級林業技能士の資格の有無　※どちらかを○で囲む
・有している　　　　　　　・有していない

	造林又は生産事業に関する実務経験年数
	（平・昭）○○年から○○事業に○○年間
添付の履歴証明のとおり従事

	継続教育（ＣＰＤ）への
取り組み
	・取得ポイントがある     ・取得ポイントがない
※上記のどちらかを○で囲む

	経験の概要
	事業名称
	○○○○○○事業　・　無

	
	発注機関名
	

	
	事業場所
	○○県○○市○○町○○国有林

	
	契約金額
	○○○,○○○,○○○円　

	
	履行期限
	自　平成（令和）○年○月○日　～　至　平成（令和）○年○月○日　

	
	受注形態等
	単体　／　○○・○○ＪＶ（自社出資比率○○％）

	
	JVの場合構成者名等
	○○林業（株）、△△林業（株）

	
	従事役職
	現場代理人  ・　作業班長　・　○○○

	
	事業内容
	作業種
(規模等）
	例 ・素材生産(○ｈａ）、（○○m3）内容(規模等)

	申請事業における配置予定の作業（生産事業に限る）
	配置予定の作業を○印で囲むこと。
・搬出を伴う作業　　　　・搬出を伴わない作業

	注
	本様式は配置予定現場代理人の技術者としての保有資格、経験等を確認することから、

	1 
	保有する資格欄には、当該配置予定現場代理人が保有する資格（森林総合監理士、林業技能士、技術士（補）、林業技士、及び府県等が認定する作業士等）を記載し、資格証の写しを添付すること。（注：労働安全衛生法による免許・講習修了資格は該当しない。）

	2 
	造林又は生産事業に関する実務経験年数欄は、造林・生産事業の実務経験年数（造林又は素材生産の事業の実行に関し10年以上の経験があれば10年以上の経験、なければ現在までの経験、他社での経験も可。）を記載し、それを証明できる履歴証明書（任意様式、技術提案提出者の証明書,他社での経験の場合はその会社の証明書。）を添付すること。

	3 
	経験の概要欄には、過去15年間（平成23年4月1日から令和8年3月31日）に当該配置予定現場代理人が従事した代表的な同種事業（優先順位：1、現場代理人として経験した事業、2、1以外で経験した事業）を記載し、事業内容を証明できる当該事業発注者が作成した契約書の写し等、事業内容が確認できる資料を添付すること。（事業成績評定通知書の写しを添付すれば、契約書の写し等の添付は省略できる。評定点が65点未満のものは、事業実績として認めないので留意のこと。）なお、複数の現場代理人を予定する場合に、確認できる資料が同じとなるときは1部の添付（人数分の添付は不要）でよい。

	4 
	別紙様式5に記載した事業で添付された事業成績評定通知書の写しで現場代理人としての経験が確認できる場合は資料の添付は不要。事業評定通知書で確認できない場合は発注者に提出している現場代理人の届出書の写し等添付すること。

	5 
	本様式は配置予定現場代理人毎に別様で作成すること。

	6 
	継続教育（ＣＰＤ）への取り組みについて、確認出来る資料（実施記録証明（ＣＰＤ運営機関発行））の写しを添付すること。

	7 
	同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の同種事業の経験（別紙様式7）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。


［○/○］

別紙様式 ８－１
（用紙A4版）
配置予定作業員の雇用形態・地元雇用・月給制

（　事業名：○○○○事業　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名：○○○株式会社

	No
	作業員氏名
	雇用形態
	地元雇用
	月給制

	
	
	直雇・
下請別
	常用・
臨時別
	適否
	備考
	居住地
	適否
	備考
	賃金
制度
	適否
	備考

	
	
	注２
	注２
	注３
	注４
	注５
	注６
	注４
	注７
	注７
	注８

	1
	○○ ○○
	直請
	常用
	適
	
	○○市
	
	
	月給
	適
	

	2
	○○ ○○
	直請
	臨時
	
	
	○○町
	適
	
	－
	
	

	3
	○○ ○○
	下請
	
	
	
	○○町
	適
	
	－
	
	

	4
	○○ ○○
	直請
	常用
	適
	
	○○市
	適
	
	月給
	適
	

	5
	○○ ○○
	直請
	常用
	適
	
	○○町
	適
	
	月給
	適
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	5
	
	
	3
	3÷5＝60％
	
	4
	4÷5＝80％
	
	3
	3÷3＝100％

	注１: 　事業対象個所に配置される全ての作業員の雇用状況を記載する。
２: 　直雇・下請別には、直接雇用者の又は下請企業等の雇用者の別を記載し、常用・臨時雇用者別欄には直接雇用者に限り常用又は臨時の別を記載する。なお、事業協同組合については、当該事業協同組合が直接雇用した者を直接雇用者とし、組合員が直接雇用した者については、下請企業の雇用者として取り扱うこと。
３：　現場従事者（作業員）のうち、直接雇用で、かつ常用雇用者には、適否欄に「適」と記入する。

	４: 　備考欄には、当該作業員について特に記述すべきことがあれば記載する。また、備考欄の合計には「適とする作業員数」を「合計作業員数」で除した割合（％）を記載する。
５: 　居住地欄には、市町村名を記載する。
６: 　現場従事者（作業員）のうち、発注森林管理署管内に居住している者には、適否欄に「適」を記入する。
７: 　賃金制度欄には、直接雇用で、常用雇用者について、賃金の支払方法（日給、日給月給、月給別）を記載する。なお、記載する対象者は常用雇用者のみとし、臨時・下請けの雇用者は除く。適否欄には、月給制の場合のみ「適」を記入する。
８: 　備考欄の「合計」には、「適とする作業員数」を「直接雇用（臨時雇用者は除く）の作業員数」で除した割合（％）を記載する。
９：　記入欄は作業員数に応じて適宜行を追加すること。







［○/○］


別紙様式９－１
（用紙A4版）
配置予定の現場代理人又は技能者
の路網整備に係る研修の受講状況

（　事業名：○○○○事業　）

会社名：○○○株式会社

	受講者氏名
	研修の名称

	
	低コスト作業路
企画者養成研修






　（注４）
	低コスト作業路技術者養成研修






（注４）
	路網作設オペ
レーター研修
(指導者研修上級又は中級)





（注５）
	
森林作業システム高度技能者育成研修及び高度架線技能者育成研修






	路網作設オペレーター初級研修等






（注７）
	
その他地方自治体又は大学等による｢低コスト作業システム研修｣等
国、地方自治体又は大学等による｢低コスト造林｣等の検討会等
（注６）


	○○ ○○
	H20.6.5
	
	H22.6.4
	
	
	

	×× ××
	
	
	
	
	H22.9.3
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	注1：　配置予定の現場代理人又は配置予定技能者の研修の受講状況を記載する。

	2：　研修受講者ごとに、受講した研修欄に研修修了年月日を記載すること。

	3：　修了証書の写しを添付すること。修了証書がない場合は研修の受講状況を確認できる研修資料（名称、主催者、カリキュラム等研修内容がわかるもの）を添付すること。

	4：　「低コスト作業路企画者養成研修」及び「低コスト作業路技術者養成研修」とは、林業機械化センターが実施する都道府県及び関係団体向け研修である。

	5：　「路網作設オペレーター研修」とは、林野庁の助成を受け、（社）フォレスト・サーベイが実施する林業事業体向け研修であり、指導者研修上級、指導者研修中級、初級研修からなる。
6：　地方自治体又は大学等による｢低コスト作業システム研修｣等とは、府県、市町村又は大学等が実施した｢低コスト作業システム研修｣等である。国又は地方自治体又は大学等による｢低コスト造林｣等とは、国、府県、市町村又は大学等が実施した検討会等で、参加した者全員を記入。
7：　路網作設オペレーター初級研修等には、高度架線技能者育成のうちﾀﾜｰﾔｰﾀﾞ技能者育成研修を含む。



［○/○］

別紙様式 ９－２①
（用紙A4版）
企業の実績・地域貢献・安全管理等の状況（２－１）
（　事業名：○○○○事業　）
会社名：○○○株式会社
	項　　目
	具　体　的　な　項　目
	該当項目に○等

	１　企業の事業実績
①　事業実行に関する表彰実績（過去10年間）
	
1 　平成28年4月1日から令和8年3月31日までの間の事業実行に関する表彰実績（表彰状の写しを添付する。）
	

有・無

	②　一貫作業等の事業成績点（過去５年間）
	2 　令和3年4月1日から令和8年3月31日までの間で一貫作業発注（伐採・造林）における過去5年間の事業成績評定点の平均点（事業成績評定通知書の写しを添付）
	(   )点

	③　本店、支店又は営業所


	③　当事業実施○○(府）県内での本店、支店又は営業所所在の有無
有の場合、本店の住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
支店・営業所の住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	有・無



	④　低入札の有無
（過去１年間）

	3 　令和7年4月1日から令和8年3月31日までの間で低入札調査の対象の有無
有の場合、次のいずれかをチェック
・調査対象となった事業の事業成績評定点が全て85点以上である
・調査対象となり、かつ、いずれかの事業成績評定点が85点未満である
	有・無


□
□

	２　地域への貢献
①　災害協定の有無（注１）
	（該当がある場合は、その内容を証明できる資料を添付すること。）
1 　発注署が所在する府県内の締結中の協定の有無
	
有・無

	②　防災活動に関する表彰の実績（過去10年間）（注１）
	2 　平成28年4月1日から令和8年3月31日までの間の防災活動に関する表彰実績（表彰状の写しを添付する。）
	有・無

	③　国土緑化活動等に関する取組（過去2年間）（注１）
	3 　令和6年4月1日から令和8年3月31日までの間の取組の有無
（近畿中国森林管理局管内の実績とする）
	有・無

	④　森林､林業に関するボランティア活動の実績の有　無（過去2年間）（注１）
	4   令和6年4月1日から令和8年3月31日までの間の取組の有無
（発注署が所在する府県内の実績とする）
	有・無

	⑤　有害鳥獣対策への協力
　　（過去1年間）（注１）
	5 　令和7年4月1日から令和8年3月31日までの間の取組の有無
（近畿中国森林管理局管内の実績とする）
	有・無

	⑥　地域の民有林管理の貢献への取組　　　（注１）
	1)　森林経営管理法第37条第２項に基づき市町村から経営管理実施権の設定の有無（森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項の要件に適合する者として当該都道府県から公表されている者に限る）
2)　森林経営管理法に基づき市町村が定めた集約化構想（その期間が満了していないものに限る。）において同法第43 条第３項第２号に掲げる適合事業者として定められている、又は森林法に基づく森林経営計画を自ら作成し、認定の有無
3)　森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項の要件に適合する者として当該都道府県から公表の有無
4)　当該都道府県から育成を図る林業経営体に選定の有無
5)　令和7年4月1日から令和8年3月31日までの間に、民有林における森林整備事業を請け負った実績がある。
	有・無

有・無



有・無

有・無
有・無

	３　企業の信頼性
1 　伐採・造林に関する行動規範の策定・遵守（注３）
	伐採・造林に関する行動規範の策定及び所属する業界団体等が作成した行動規範等の遵守の有無
	有・無

	注１：「２　地域への貢献」の①～⑥の実績が有の場合は、証明できる写し（契約書、協定書、表彰状、感謝状、認定書、活動証明、新聞記事等）を添付すること。


[○/○]

別紙様式 ９－２②
（用紙A4版）
企業の実績・地域貢献・安全管理等の状況（２－２）
（　事業名：○○○○事業　）
会社名：○○○株式会社
	項　　目
	具　体　的　な　項　目
	該当項目に○等

	②　労働福祉の状況
（注２）
	
　退職金共済機構、建設業退職金共済組合又は中小企業退職金共済事業団との退職金共済契約締結の有無
	有・無

	③　働き方改革の取組
　　　　　　　　（注３）
	１）労働生産性の向上のため、効率的な作業システム、工程管理の工夫等を行うとともに、生産性向上の目標をもって取り組んでいるか。
２）事業体として、現場従業者の技術向上に向け、林業技能士の配置、技術指導、研修会・講習会の開催・参加、資格取得への支援等に取り組んでいるか。
３）事業体として、作業の平準化、天候に応じた就業調整等により、現場作業員の休暇日数の確保に組織的に取り組んでいるか。
	有・無

有・無

有・無

	④　ワーク・ライフ・バランス等の推進　（注３）
	１）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づく認定を受け、その実績を厚生労働省のウェブサイトに毎年公表しているか。
　有の場合、次の４項目のいずれに該当するか。
・プラチナえるぼし認定。（女性活躍推進法第12条に基づく認定）
・えるぼし３段階目認定。（女性活躍推進法第9条に基づく認定）
・えるぼし２段階目認定。（女性活躍推進法第9条に基づく認定）
・えるぼし１段階目認定。（女性活躍推進法第9条に基づく認定）
・一般事業主行動計画の策定義務がない常時雇用者が300人以下の事業主が行動計画を策定している。（女性活躍推進法第８条に基づく計画）

２）「くるみん認定企業」の認定の有無等について次のいずれに該当するか。
・「プラチナくるみん認定企業」である。
・「くるみん認定企業」である。
・「トライくるみん認定企業」である。
・「くるみん認定」の認定基準７～９の全てを満たしている。
３）「ユースエール認定企業」の認定の有無等について次のいずれに該当するか。
・「ユースエール認定企業」である。
・過去３年間に若手（35歳未満）の新規雇用があり、公告の日まで雇用が継続している。
・インターンシップの受け入れや合同説明会への出席、各種の資格取得支援等若手の技術の確保・育成に取り組んでいる。
	有・無



□
□
□
□

有・無

有・無
□
□
□
□
有・無

□
□

□

	⑤　安全対策　　　（注３）
	１）過去2年間(令和6年4月1日から令和8年3月31日)の死亡事故の有無
２）同期間の休業4日以上の負傷者の有無
有の場合、その件数を記入：　　　　　　　　　件
３）労働安全コンサルタントによる安全診断の有無
４）リスクアセスメントの取組の有無
	有・無

有・無

有・無
有・無

	⑥　林業経営体登録の有無
（注３）
	「林業経営体に関する情報の登録・公表について」(Ｈ24.2.28長官通知)に基づく認定の有無
	有・無


	⑦　生分解性潤滑油の使用の取組
	チェーンソーを使用する場合、生分解性のチェーンソーオイルのみを使用の有無
	有・無


	⑧　不誠実な行為
	過去2年間(令和6年4月1日から令和8年3月31日までの間)に指名停止の処分又は文書による指導・注意を受けたことの有無
	有・無


	⑨　賃上げの実施を表明した企業等　　　（注４）
	事業年度又は暦年において、対前年度又は前年度比で給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明している。【大企業】
事業年度又は暦年において、対前年度又は前年度比で給与総額を１.５％以上増加させる旨、従業員に表明している。【中小企業等】
	有・無


	注２:「３ 企業の信頼性」の➁については、配置予定作業員の内、直接雇用者全員分の退職金共済書の写し（加入者名が確認出来る部分)を添付すること。
３:「３ 企業の信頼性」の①、③、④、⑤の3)・4)、⑥については、行動規範、認定通知書、行動計画策定届、登録通知書、労働安全診断の写し、リスクアセスメントの取り組みが分かる資料など確認できる資料を添付すること。
４:「３ 企業の信頼性」の⑧について、中小企業等は法人税申告書別表１（写）を添付すること。


[○/○]

別紙様式９－３
（用紙A4）

一貫作業発注における事業の事業成績
（　事業名：○○○○事業　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名：○○○株式会社
	№
	事　業　名
	発注
森林管理署等名
	完了年度
	成  績
評定点
	備考

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	平均
	
	
	
	
	

	注1：　国有林野事業における一貫作業発注における過去5年間（令和3年4月1日から令和8年3月31日）に完成・引き渡し、事業成績評定を受けた全ての事業成績評定結果を記載すること。（本店、支店、営業所の合計とする。該当の無い場合は「該当なし」と記入。）

	2：　記載した事業の事業成績評定通知書の写しを添付すること。

	3：　同種事業の実績（別紙様式2）、配置予定現場代理人の資格・経験（別紙様式3）及び過去２年間の事業成績（別紙様式5）が同じ事業であれば、その事業に係る資料の添付は１部でよい。












［○/○］





別紙様式１４
（用紙A4版）
事 業 費 内 訳 書

分任支出負担行為担当官
○○森林管理署長（事務所長）　　◯◯　◯◯　　殿

                                       商号又は名称　○○○株式会社
                             　　　　　代表者氏名　　代表取締役社長　○○  ○○　　


令和○年○○月○○日入札の○○○○事業の事業費内訳書を提出します。

	工程・作業種等
	数量
	単位
	単　価
(円)
	金　額
(円)
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	

	諸経費等
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	注1：　作業種等には、地拵、植付、下刈、つる切、除伐、伐倒、集造材、運材、森林作業道作設、トラック運搬、材料費等を記載する。

	2：　数量は、事業内訳書等の事業量を記載する。

	3：　合計金額は、入札書に記載される入札金額に対応したものとする。




別紙様式１５
（用紙A4版）
入　　札　　書


 事　業　名    ○○○○事業

	億
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	入札金額
	
	
	
	
	
	
	
	
	











 
  ただし、上記金額は、見積もった契約金額の110分の100に相当する金額であるので、契約金額は上記金額に上記金額の１０％を加算した金額となること及び入札者注意書、契約条項、仕様書、その他関係事項一切を承知のうえ入札します。　 　 





　　令和○年○○月○○日


      分任支出負担行為担当官　　　
      ○○森林管理署長（事務所長）　　○○　○○　　殿



   　 入 札 者
　　　　　　住　　所　〒○○○―○○○○
                              　○○県○○市○○○町○○番

　　　　　　商号又は名称　○○○株式会社

　　　　　　代表者氏名　　代表取締役社長　○○  ○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

            代理人氏名　　　○○  　○○　　　　　　　　　　



      



 (別紙様式１５関係 参考様式）

委　任　状


令和　　年　　月　　日


　分任支出負担行為担当官
○○森林管理署長（事務所長）　　◯◯　◯◯　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　委任者住所　　〒◯◯◯―○○○○
○○県○○市○○○町○○番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　○○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　代表取締役社長　　○○  ○○　　                        


　私は、都合により○○　○○を代理人と定め、下記の入札に関する一切の権限を委任します。

記

　１　事業名　　　　　　　　　　○○○○事業


別紙様式18

従業員への賃金引上げ計画の表明書

【大企業用】
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与等受給者一人あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とすることを
表明いたします。
従業員と合意したことを表明いたします。　　　　状況に応じ何れかを選択（※）
※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。


【中小企業等用】
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率1.5％以上とすることを
表明いたします。
従業員と合意したことを表明します。　　　　 　状況に応じ何れかを選択（※）
※本表明書をもって初めて従業員に賃上げを表明する場合は上段を、本表明書以外のところで従業員に賃上げを表明している場合は下段を選択してください。

【以下は、大企業、中小企業等共通】

令和　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　



　上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者より表明を受けました。


令和　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 　従業員代表及び給与又は経理担当者の記名、押印がないものは、無効になりますので必ず記名、押印して下さい。


別紙様式18（裏）

（留意事項）
１　この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内容が異なります。
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載をしてください。

大企業：中小企業等以外の者をいう。
中小企業等：法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者をいう。
ただし、同条第６項に該当する者は除く。

２　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を決算月（本表明書に記載の事業年度の終了月）の末日から起算して３ヶ月以内に契約担当官等に提出してください。
また、暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の３月末までに契約担当官等に提出してください。
ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能です。
　　・法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限
　　・事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ実施期間とする場合は、事業年度終了後３ヶ月以内
　　・事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日から３ヶ月以内
　　・契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間
　　なお、上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、公認会計士等の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると認められる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることができます。

３　事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合にのみ、賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができます。
①　契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること
※　暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われていること。
②　企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施月を遅らせていないこと）
※　この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期間の終了時が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類等となります。

４　上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行していない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記２若しくは３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術点を減点するものとします。
　　ただし、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかった場合は、減点措置の対象としないものとします。

５　上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなります。
ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。


【大企業用】　　　　　　　　　　　　　　　　                     　　　　別紙様式19

従業員への賃金引上げ実績整理表

１　賃上げ実績

	前年(度)の給与等平均受給額　①
	当年(度)の給与等平均受給額　②
	賃上げ率
（②／①－１）×100
	賃上げ基準
	達成状況

	

	
	％
	％
	達成／未達成



２　使用した書類

	□
	法人事業概況説明書

	【算出方法】「「10主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷「「４期末従業員等の状況」の計欄」で算出した金額を前年度と比較する



	□
	給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表

	【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」÷
「人員」で算出した金額を前年と比較する



（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。


　年　月　日
　株式会社〇〇〇〇
　（住所を記載）
　代表者氏名　〇〇　〇〇


（留意事項）
・　前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」又は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の写しを添付してください。


【中小企業等用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙様式19の2


従業員への賃金引上げ実績整理表

１　賃上げ実績

	前年(度)の給与総額　①
	当年(度)の給与総額　②
	賃上げ率
（②／①－１）×100
	賃上げ基準
	達成状況

	

	
	％
	％
	達成／未達成



２　使用した書類

	□
	法人事業概況説明書

	【算出方法】「「10主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」
で算出した給与総額を前年度と比較する



	□
	給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表

	【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」
で算出した給与総額を前年と比較する



（注）使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。


　年　月　日
　株式会社〇〇〇〇
　（住所を記載）
　代表者氏名　〇〇　〇〇


（留意事項）
・　前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」又は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の写しを添付してください。

別紙３
１　確認書類の提出方法
○　賃上げ実績の確認時、税理士又は公認会計士等の第三者により、「入札説明書に示されている基準と同等の賃上げ実績を確認できる書類であると認められる」ことが明記された書面（別紙様式）を、賃上げを行ったことを示す書類と共に提出。
[bookmark: _Hlk153543493]※　内容について、必要に応じて受注者側に確認を行う場合がある。
※　仮に本制度の主旨を意図的に逸脱していることが判明した場合には、事後であってもその後に減点措置を行う。
※　なお、賃上げ促進税制の優遇措置を受けるために必要な税務申告書類をもって賃上げ実績を証明することも可能である。

２　「同等の賃上げ実績」と認めることができる場合の考え方
○　中小企業等においては、実情に応じて「給与総額」又は「一人当たりの平均受給額」いずれを採用することも可能。
○　各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所定内賃金などにより評価することも可能。
○　入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切に考慮できない場合、適切に控除や補完を行って評価することも可能。
※　なお、本制度において、企業の賃上げ表明を行う様式には従業員代表及び給与又は経理担当者の記名・捺印を求めており、企業の真摯な対応を期待するものである。
※　例えば、役員報酬を上げるのみとなっている等、実態として従業員の賃上げが伴っていないにも関わらず、実績確認を満足するために恣意的に評価方法を採用することや賃上げを表明した期間の開始前の一定期間において賃金を意図的に下げる等により賃上げ表明期間の賃上げ率の嵩上げを図ること等は、本制度の趣旨を意図的に逸脱している行為と見なされる。
※　ボーナス等の賞与及び諸手当を含めて判断するかは、企業の実情を踏まえて判断することも可能とする。

【具体的な場合の例】
○　各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所定内賃金などにより評価する

・　ベテラン従業員等が退職し、新卒採用等で雇用を確保することで給与総額が減少する場合等は、継続雇用している給与等受給者への支給額で給与総額等を評価する。
・　定年退職者の再雇用などで給与水準が変わる者を除いて給与総額等を評価する。
・　ワーク・ライフバランス改善の取組を考慮するため、育児休暇や介護休暇の取得者等、給与水準が変わる従業員等を除いて給与総額等を評価する。
・　働き方改革を進める中で、時間外労働規制の令和６年４月からの適用に対応するため、計画的に超過勤務を減らしている場合については、超過勤務手当等を除いて給与総額等を評価する。
・　災害時には昼夜を問わず、一時的に人員も増強してその対応に従事することが求められ、その対価として超過勤務手当等が従業員等に支給される。災害対応は、自ら制御できない年変動があり、このような場合、超過勤務や一時雇用を除いて給与総額等を評価する。
・　業績に応じて支給する一時金や賞与等を除いて給与総額等を評価する。

○　入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切に考慮できない場合、適切に控除や補完が行われたもので評価する

・　実績確認に用いるとされた主要科目に一部の従業員の給与が含まれない場合、別途これを考慮して評価する。
・　実績確認に用いるとされた主要科目に外注や派遣社員の一時的な雇い入れによる労務費が含まれてしまう場合、これを除いて評価する。
・　実績確認に用いるとされた主要科目に退職給付引当金繰入額といった実際に従業員に支払われた給与でないものが含まれてしまう場合は、これを除いて評価する。
・　役員報酬が含まれること等により従業員の賃金実態を適切に反映できない場合は、これを除いて評価する。
・　令和４年４月以降の最初の事業年度開始時よりも前の令和４年度中に賃上げを実施した場　合は、その賃上げを実施したときから１年間の賃上げ実績を評価する。

※　なお、上記は例示であり、ここに記載されている例に限定されるものではない。

（別紙様式）

賃金引上げ計画の達成について

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○ 年○月○日までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添書類によって確認いたしました。

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容）
（記載例１） 
評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。

（記載例２） 
評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等による超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価対象年度においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減と大きく減少した。これらの要因により、給与支給総額は○％の増加にとどまったものの、基本給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。



令和	年	月	日

（住所を記載）
（税理士又は公認会計士等を記載）	氏名	○○	○○


（添付書類）
　　・〇〇〇
　　・〇〇〇

